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小売りのＰＢ強化を受けた食品メーカーの戦略 
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 スーパーやコンビニエンスストアなど

の小売りが、プライベートブランド（以

下、ＰＢ）の食品の開発・販売を強化す

るなか、食品メーカー各社は対応を迫ら

れており、注目されています。 

 

価格訴求型ＰＢ拡大への対応 

 

 そもそもＰＢとは、小売り主導で企画

開発され、生産委託先のメーカーから買

い取られて小売りのブランドで販売され

る商品です。食品では、大手のスーパー

やコンビニエンスストアにより取り扱い

が拡大されてきました。背景としては、

1990 年代半ばから 2000 年代を通して景

気が低迷し、小売り同士の競合が激化す

るなか、小売りにとってＰＢ販売は、①

食品メーカーのナショナルブランド（以

下、ＮＢ）よりも価格を抑えて集客を図

りつつ、より高水準の利益を確保出来る

有効な手段であったことや、②大手小売

りが中心となって業界再編を進めるなか、

規模拡大メリットを発揮出来る重要な施

策として、ＰＢの開発・販売を積極的に

推進したことが挙げられます。 

 小売りのＰＢ強化の影響を受けて、Ｎ

Ｂを販売する食品メーカーは、ＰＢに小

売り店舗の棚スペースを一部奪われたう

え、小売りがとくに力を入れた、ＮＢ対

比低価格の「価格訴求型ＰＢ」との競合

が激化、販売数量や販売価格の低下圧力

にさらされました。なかでも、加工度が

低く、品質に差の出にくい調味料や食用

油、コンビニエンスストアが力を入れた

パンなどでは、ＰＢ販売額が大きく伸び

たため、売り上げを落とした食品メーカ

ーのなかには、工場の稼働率の維持・引

き上げのため、ＮＢ対比低採算のＰＢ生

産の受託を拡大した先が多かったとみら

れます。一方、各カテゴリーで上位のシ

ェアを持つ食品メーカーは、商品開発や

広告宣伝などに多額の資金を投じて育み、

他の商品との強力な差別化要因となって

きた自社ブランドに強いこだわりを持ち、

自社商品との競合も懸念したため、ＰＢ

生産の受託には消極的でした。 

 

ＰＢ生産受託の拡大の動き 

 

 しかしながら、ここ数年、小売りはＰ

Ｂの取り扱いを一段と強化しており、食

品メーカーの戦略も変化してきています。 

高齢者世帯や共働き世帯、単身世帯が

増加するなか、小売り各社は、消費者が

食に対して求める健康に良い機能や調理

簡便性などの多様な付加価値をつけた、

「価値訴求型ＰＢ」の開発・販売に注力

しています。また、価格訴求型ＰＢでは、

品質向上を図りつつ、嗜好性の高いコー

ヒー飲料や酒類、加工技術で差別化余地

のある即席麺などにも品揃えを拡大して

います。そして、テレビやチラシなどで

積極的に宣伝を行いつつ、店舗では、入

口正面の棚や各陳列棚のエンド、顧客の

目線の高さの棚など、来店客の目に付き

やすい売り場の一等地にＰＢを陳列して、

積極的に売り込んでいます。 

 このような状況下、これまでＰＢ生産

の受託に消極的であった食品メーカーも、

ＰＢ生産の受託に踏み切っています。大
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手小売りの規模拡大が進み、ＰＢの生産

受託を断りにくくなったことや、「他が

やるなら自社がやる」といった競争上の

理由もありますが、ＰＢ生産受託のメリ

ットを生かす動きも出てきています。そ

もそも食品メーカーにとって、ＰＢ生産

の受託には、工場稼働率引き上げや売り

切りによる在庫リスクの軽減、販促・宣

伝費用の削減などのメリットがあります

が、足元では、小売りの販売力を活用出

来るメリットも大きくなっています。大

手食品メーカーでも、主に小売りの販売

力の活用を狙って、①自社が未参入の、

またはてこ入れが必要なカテゴリーでの

ＰＢ生産受託や、②ＮＢ・ＰＢ合計での

シェア拡大を狙った取扱商品全般での積

極的なＰＢ生産受託に踏み切る先が出て

きています。さらに、③すでにＮＢのカ

テゴリーシェアが首位であっても、ＮＢ

とＰＢを併記したダブルブランド商品を

発売、双方のブランド力を発揮させる取

り組みもみられています。 

 

今後の展望と求められる戦略 

 

もっとも、小売り各社は、今後も価格

訴求型ＰＢと価値訴求型ＰＢの双方を強

化し、価格競争力強化と他社との差別化

を図る方針であるため、店頭におけるＰ

Ｂの存在感がさらに高まり、各カテゴリ

ーで上位のＮＢでも棚を失う可能性が高

まるとみられます。短期的にみれば、14

年 4 月と 15 年 10 月に消費税増税が実施

され、消費者の負担増に伴い食品の売り

上げが減少する懸念が残るなか、小売り

各社は、消費者の反応次第ではＰＢの値

下げや品目の拡充に踏み切るとみられま

す。また、日本のＰＢ食品割合は未だ 1

割強（販売額 2.6 兆円、12 年）にとどま

る一方、欧米では 2～5 割と高いことか

ら、中長期的には、日本でも 2 割程度に

上昇していくとみられています（図表）。 

こうした見通しを踏まえれば、食品メ

ーカーには、これまで以上に研究開発に

注力することで、独自の製造方法や成分

を開発し、商品の味や機能、調理の簡便

性などの付加価値を備えた新しい商品を

発売して、ＮＢの商品力を継続的に引き

上げていくことが求められます。また、

コアカテゴリーのＮＢに集中的に経営資

源を投じるためにも、ノンコアカテゴリ

ーのＮＢでは、他社との提携やブランド

の売却についても検討が必要になるとみ

られます。さらには、ＰＢ生産受託の活

用も一段と重要になりますが、ＰＢ生産

の契約は定期的に見直されることが多く、

売上高に占めるＰＢの割合が高まれば経

営が不安定になるおそれもあるため、Ｎ

ＢとＰＢの取り扱いバランスをどのよう

にとっていくか、各社の今後の対応が注

目されます。（今別府） 

図表 ＰＢ食品市場動向 

 


